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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第65期
第３四半期
連結累計期間

第66期
第３四半期
連結累計期間

第65期

会計期間
自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日

自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日

自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日

売上高 (千円) 5,480,720 5,293,141 7,966,103

経常利益 (千円) 267,387 141,535 643,917

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(千円) 179,818 73,323 455,723

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 144,505 97,565 246,593

純資産額 (千円) 8,868,512 8,841,398 8,957,735

総資産額 (千円) 10,911,516 10,715,267 11,187,029

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 21.20 8.71 53.79

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 81.0 82.2 79.8
 

 

回次
第65期
第３四半期
連結会計期間

第66期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成27年10月１日
至 平成27年12月31日

自 平成28年10月１日
至 平成28年12月31日

１株当たり四半期純利益金額又は
１株当たり四半期純損失金額(△)

(円) 6.84 △0.85
 

(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２  売上高には、消費税等は含まれておりません。

３ 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

 

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の内容に

ついて、重要な変更はありません。

 また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

 なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

(1) 業績の状況

当第３四半期連結累計期間における我が国経済は、緩やかな景気回復基調が続いているものの、世界経済の減

速懸念や為替相場変動などの影響から輸出と生産面は横ばいで推移するなど、弱さが見られました。

また、海外経済においても同様に景気は緩やかに回復しておりますが、中国をはじめとする新興国経済減速の

影響や英国の欧州連合(ＥＵ)離脱問題、米国の保護主義的政策に対する懸念等により、先行きは不透明感が強

まっております。

一方、当社グループが属する電子計測器、電源機器等の業界においては、輸出の弱含みや製造業の設備投資へ

の慎重な姿勢がみられ、依然として厳しい状況で推移いたしました。

このような状況の中、当社グループは引き続き環境・エネルギー関連市場、自動車関連市場及び冷凍空調市場

を中心に積極的な営業活動と研究開発活動を行うと共に、原価低減と経費節減にも努力を重ねてまいりました。

しかしながら、当第３四半期連結累計期間の売上高は製造業全般で設備投資が抑制されたこと等により、52億

９千３百万円(前年同期比3.4％減)となりました。

損益面におきましては、営業利益は１億３千７百万円(前年同期比42.1％減)、経常利益は１億４千１百万円(前

年同期比47.1％減)、親会社株主に帰属する四半期純利益は７千３百万円(前年同期比59.2％減)となりました。

 

当社グループは、電子計測器、電源機器等の各種電子応用機器の製造、販売を行っているものであり、セグメ

ントは単一であります。したがいまして、セグメントごとに業績は開示しておりません。

 
なお、当社グループにおける製品群別の売上の概況は、次のとおりであります。

 

《電子計測器群》

電子計測器分野においては、航空機用電子機器の測定器が好調に推移いたしました。また、次世代自動車関連

市場への安全関連試験機器に動きが見られたことなどにより、前年同期実績を若干上回る結果となりました。

以上の結果、売上高は13億５千４百万円(前年同期比1.0％増)となりました。

 

《電源機器群》

電源機器分野においては、自動車関連市場への直流電源や新製品であるＰＬＺ－５Ｗシリーズ等の電子負荷装

置が好調に推移いたしました。また、エネルギー関連市場への交流電源に動きが見られましたが、汎用性の高い

直流電源の設備需要が低調であったことなどにより、前年同期実績を下回る結果となりました。

以上の結果、売上高は37億２千７百万円(前年同期比4.5％減)となりました。

 

EDINET提出書類

菊水電子工業株式会社(E02004)

四半期報告書

 3/17



 

《サービス・部品等》

サービス・部品等につきましては、特記すべき事項はありません。

当該サービス・部品等の売上高は、２億１千１百万円(前年同期比11.2％減)となりました。

 

上記に含まれる海外市場の売上の概況は以下のとおりであります。

　

《海外市場》

米国では、輸送関連市場への検査装置の組込用としての直流電源やＩＴ関連市場への交流電源に、欧州では、

航空関連市場への直流電源に動きが見られましたが、全般的に低調に推移いたしました。

アジアにおいては、中国では、日系企業の設備投資の動きは慎重でありましたが、次世代自動車関連市場への

安全関連試験機器や電子負荷装置は好調に推移し、車載関連市場への直流電源に動きが見られました。韓国では

車載関連市場への直流電源、また、東南アジアでは車載関連市場や電池関連市場への直流電源にそれぞれ動きが

見られました。

以上の結果、海外売上高は、前年同期実績を下回り、15億５千万円(前年同期比8.6％減)となりました。

 

(2) 財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間の総資産は、たな卸資産及び投資有価証券が増加したものの、現金及び預金並びに

受取手形及び売掛金の減少等により、前連結会計年度末に比べ４億７千１百万円減少し、107億１千５百万円とな

りました。

負債は、支払手形及び買掛金並びに未払法人税等の減少等により、前連結会計年度末に比べ３億５千５百万円

減少し、18億７千３百万円となりました。

純資産は、親会社株主に帰属する四半期純利益の計上等により増加したものの、剰余金の配当等により、前連

結会計年度末に比べ１億１千６百万円減少し、88億４千１百万円となりました。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題

はありません。

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等(会

社法施行規則第118条第３号に掲げる事項)は次のとおりであります。

① 基本方針の内容

当社の株式は、株主及び投資家の皆様による自由な取引が認められており、当社の株式に対する大量買付提

案等であっても、企業価値・株主共同の利益に資するものであれば、これを一概に否定するものではなく、株

式会社の支配権の移転を伴う買収提案についての判断は、最終的に株主全体の意思に基づいて行われるべきも

のと考えます。

しかしながら、株式の大量買付の中には、対象となる会社の経営陣の賛同を得ることなく、一方的に大量買

付提案等を強行するといったものも少なくありません。

当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方としては、経営の基本理念、企業価値、当社を支え

るステークホルダーとの信頼関係を十分に理解し、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を中長期的に確

保、向上させる者でなければならないと考えております。したがいまして、企業価値ひいては株主共同の利益

を毀損するおそれのある不適切な大量買付提案等を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者

として不適切であると考えます。
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② 不適切な支配の防止のための取り組み

当社は、大量買付提案の買付行為がなされた場合について、その大量買付者が中長期的な経営意図や計画も

なく一時的な収益の向上を狙ったもの、株主に株式の売却を事実上強要するおそれがあるもの、買収等の提案

理由、買付方法等が不当・不明確であるなどの事情があるときは、企業価値を毀損し、株主共同の利益に資す

るとはいえないと考えます。

また、大量買付行為を受け入れるかどうかは、最終的には株主の皆様の判断に委ねるべきものであります

が、株主の皆様が適切な判断を行うためには十分な情報が提供される必要があると考えます。

そこで、大量買付行為に対するルールとして、特定の株主グループの株式等保有割合を20％以上となるよう

な当社株式の買付を行う者に対して、(ａ)買付行為の前に、当社取締役会に対して十分な情報提供をするこ

と、(ｂ)その後、独立委員会がその買付行為を検討、評価・交渉・意見及び代替案立案のための期間を設ける

ことをルールとして策定いたしました。このルールが遵守されない場合やその買付行為が企業価値または株主

共同の利益に対する侵害・毀損をもたらすおそれのある買付と認められる場合に、当社はこれに対する買収防

衛策を導入すべきものと考えます。

このような観点から、当社は、平成28年５月13日開催の取締役会において、当社の企業価値・株主共同の利

益を向上させるため、基本方針に照らし不適切な買付行為の防止の取り組みとして、当社株式の大量買付行為

に関する対応策(買収防衛策)の継続を決議し、平成28年６月29日開催の当社第65回定時株主総会において承認

を得ております。

③ 上記②の取り組みについての取締役会の判断

当社取締役会は、上記②の取り組みが当社の上記①の基本方針に沿って策定され、当社の企業価値、株主共

同の利益を損なうものではないと考えます。

また、取締役の恣意的な判断を排するため、独立委員会を設置し、独立委員会の勧告を最大限尊重して買収

防衛策が発動されることが定められており、当社取締役の地位の維持を目的とするものではありません。

 

(4) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は７億９千６百万円であります。

なお、当第３四半期連結累計期間において当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 30,000,000

計 30,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成28年12月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成29年２月６日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 9,900,000 9,900,000
東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
(スタンダード)

単元株式数は100株であ
ります。

計 9,900,000 9,900,000 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額(千円)

資本準備金
残高(千円)

　平成28年12月31日 ― 9,900,000 ― 2,201,250 ― 2,736,250
 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日(平成28年９月30日)に基づく株主名簿による記載をしております。

① 【発行済株式】

   平成28年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
 (自己保有株式)
普通株式   1,492,000

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式   8,406,500 84,065 ―

単元未満株式  普通株式 　   1,500 ― ―

発行済株式総数 9,900,000 ― ―

総株主の議決権 ― 84,065 ―
 

(注) 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式49株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

  平成28年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
菊水電子工業株式会社

神奈川県横浜市都筑区
東山田１―１―３

1,492,000 ― 1,492,000 15.07

計 ― 1,492,000 ― 1,492,000 15.07
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

 

２ 監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成28年10月１日から平成

28年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成28年４月１日から平成28年12月31日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

 

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成28年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 2,885,005 2,634,937

  受取手形及び売掛金 2,399,253 ※  1,955,073

  有価証券 100,404 -

  商品及び製品 549,680 639,086

  仕掛品 321,534 401,724

  原材料及び貯蔵品 543,053 539,927

  その他 335,266 342,444

  流動資産合計 7,134,198 6,513,193

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 525,306 518,829

   土地 1,454,495 1,454,495

   その他（純額） 253,243 263,084

   有形固定資産合計 2,233,045 2,236,409

  無形固定資産 37,503 45,026

  投資その他の資産   

   投資有価証券 1,020,474 1,130,545

   その他 763,822 792,107

   貸倒引当金 △2,015 △2,015

   投資その他の資産合計 1,782,281 1,920,637

  固定資産合計 4,052,831 4,202,073

 資産合計 11,187,029 10,715,267

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 675,756 547,504

  未払法人税等 174,880 2,671

  賞与引当金 181,972 157,021

  役員賞与引当金 33,000 -

  製品保証引当金 11,934 7,139

  その他 385,469 384,409

  流動負債合計 1,463,012 1,098,746

 固定負債   

  役員退職慰労引当金 8,346 8,586

  退職給付に係る負債 170,303 169,796

  その他 587,631 596,740

  固定負債合計 766,280 775,123

 負債合計 2,229,293 1,873,869
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成28年12月31日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 2,201,250 2,201,250

  資本剰余金 2,737,648 2,737,648

  利益剰余金 4,203,600 4,092,241

  自己株式 △672,487 △701,709

  株主資本合計 8,470,010 8,329,429

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 375,216 414,713

  為替換算調整勘定 51,343 35,369

  退職給付に係る調整累計額 25,930 23,852

  その他の包括利益累計額合計 452,489 473,934

 非支配株主持分 35,235 38,033

 純資産合計 8,957,735 8,841,398

負債純資産合計 11,187,029 10,715,267
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年12月31日)

売上高 5,480,720 5,293,141

売上原価 2,672,138 2,551,824

売上総利益 2,808,581 2,741,316

販売費及び一般管理費 2,570,708 2,603,597

営業利益 237,872 137,719

営業外収益   

 受取利息 4,593 2,081

 受取配当金 36,676 32,606

 有価証券売却益 16,779 304

 その他 5,647 5,457

 営業外収益合計 63,696 40,451

営業外費用   

 支払利息 2,367 1,825

 売上割引 10,281 9,981

 為替差損 18,213 19,120

 その他 3,317 5,708

 営業外費用合計 34,181 36,635

経常利益 267,387 141,535

特別利益   

 投資有価証券売却益 - 23,255

 特別利益合計 - 23,255

税金等調整前四半期純利益 267,387 164,790

法人税等 86,935 88,669

四半期純利益 180,451 76,121

非支配株主に帰属する四半期純利益 633 2,798

親会社株主に帰属する四半期純利益 179,818 73,323
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年12月31日)

四半期純利益 180,451 76,121

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △11,125 39,496

 為替換算調整勘定 △21,772 △15,973

 退職給付に係る調整額 △3,048 △2,077

 その他の包括利益合計 △35,946 21,444

四半期包括利益 144,505 97,565

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 143,872 94,767

 非支配株主に係る四半期包括利益 633 2,798
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する注記)

 該当事項はありません。

 

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

 該当事項はありません。

 

(会計方針の変更等)

１　繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日。以下「回

収可能性適用指針」という。)を第１四半期連結会計期間から適用し、繰延税金資産の回収可能性に関する会計処

理の方法の一部を見直しております。

　回収可能性適用指針の適用については、回収可能性適用指針第49項(４)に定める経過的な取扱いに従ってお

り、第１四半期連結会計期間の期首時点において回収可能性適用指針第49項(３)①から③に該当する定めを適用

した場合の繰延税金資産及び繰延税金負債の額と、前連結会計年度末の繰延税金資産及び繰延税金負債の額との

差額を、第１四半期連結会計期間の期首の利益剰余金に加算しております。

　この結果、第１四半期連結会計期間の期首において、繰延税金負債(固定負債)が792千円減少し、利益剰余金が

792千円増加しております。

 
２　平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」(実務対応

報告第32号　平成28年６月17日)を第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属

設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

　なお、当第３四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微であります。

 

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

 
当第３四半期連結累計期間

(自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日)

税金費用の計算

 当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純

利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しております。
 

 

(四半期連結貸借対照表関係)

※ 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形

が、四半期連結会計期間末残高に含まれております。

 

 
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成28年12月31日)

受取手形 ―千円 18,581千円
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。

なお、第３四半期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりでありま

す。

 

 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日)

減価償却費 164,529千円 129,225千円
 

 

(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日)

１ 配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月26日
定時株主総会

普通株式 187,031 22 平成27年３月31日 平成27年６月29日 利益剰余金
 

 

２ 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

３ 株主資本の著しい変動に関する事項

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。

 

当第３四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日)

１ 配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月29日
定時株主総会

普通株式 185,473 22 平成28年３月31日 平成28年６月30日 利益剰余金
 

 

２ 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

３ 株主資本の著しい変動に関する事項

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。

 

(セグメント情報等)

当社グループは、電子計測器、電源機器等の各種電子応用機器の製造、販売を行う単一セグメントであるため、

記載を省略しております。
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(金融商品関係)

 四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

(有価証券関係)

 四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

(デリバティブ取引関係)

 四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

(企業結合等関係)

 該当事項はありません。

 

(１株当たり情報)

 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 21円20銭 8円71銭

 (算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額(千円) 179,818 73,323

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益金額(千円)

179,818 73,323

普通株式の期中平均株式数(株) 8,483,221 8,414,703
 

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成29年２月６日

菊水電子工業株式会社

取締役会 御中

 

新日本有限責任監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   薄   井         誠   ㊞

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   鈴   木   博   貴   ㊞

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている菊水電子工業株

式会社の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成28年10月１日から

平成28年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成28年４月１日から平成28年12月31日まで)に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半

期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、菊水電子工業株式会社及び連結子会社の平成28年12月31日現在の

財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がす

べての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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